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研究成果の概要（和文）：本研究では，現在までに市場が成立していない「鋼材のリユース」に

関して，設計・加工・施工・維持管理・解体・保管の一連のリユースフローにおいて，ビジネ

スを成立するためのしくみの構築を目指すものである。そこで，まず，主に鉄鋼メーカーによ

りプレハブ化された無耐火被覆の工場・倉庫・体育館等に使用されている主要構造部材のうち，

その大部分を占める JIS 規格品の圧延Ｈ形鋼に着目して既存のストックに関してその量と種類

を調査した。次に，リユース用部材(将来，リユースされる予定の部材を以降，リユース用部材

という)として多くストックされている低層鉄骨造に関して，丁寧な解体工法によって得られた

解体材に関して構造実験による性能評価並びにリユース加工方法の提案を行い，その有効性を

検証した。さらに，1981 年の建築基準法の改定前後に設計された鉄骨造は，接合部のボルト穴

数や添板厚さが異なるため，リユース用部材が現行の設計法を満たすための条件について考察

した。また，リユースシステムを導入した鋼材の循環系フローにおける CO2排出量の算出法と

それを使用した CO2排出量の原単位の推定値を示した。最終的には，本研究の総括としてリユ

ース用部材に関するガイドラインを提案することで，建築鋼構造をリユースするにあたっての

技術的な方法の道筋をつけた。

研究成果の概要（英文）：The reuse system mentioned in this paper is an overall system for
realizing a reuse business in a series of cyclic process in a reuse flow, namely, design,
fabrication, construction, maintenance, dismantling, and storage. Here, we take up Rolled
H-section steels. It is easy to handle them as reusable members because of manufactured in
accordance with Japanese Industrial Standard. Structural members obtained by a reuse
dismantling are evaluated by dimensional inspection, mechanical property test, chemical
component test, and degradation test and stock diagnosis of reusable members of building
steel structures based on performance evaluation is considered. Then, the estimation
method of CO2 emission according to circulation of reuse flow and CO2 emission intensities
based on its method are shown. A trial calculation of CO2 emission in the reuse flow using
mid-rise steel frame building model is conducted. Finally we propose guideline of reusable
members of building steel structures based on performance evaluation and evaluate it,
applying reusable members obtained by reuse dismantling of low storied steel structure to
sustainable structure in fabrication and erection test.
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１．研究開始当初の背景
近年，地球環境汚染，天然資源の枯渇，最

終処分場等の問題が認識されるにつれ，わが
国は従来の消費型社会から循環型社会への
転換が求められている。わが国の CO2排出量
は年間 12 億トン‐CO2 と推計されており，
この内 10％の 1.2 億トンの CO2 が鉄鋼生産
によって排出されている。鉄鉱石をコークス
によって還元して鋼材とする高炉鋼におい
ては，１トンの鋼材を製造するためには，1.5
トンもの CO2を排出するからである。
ビル，住宅，体育館，工場，倉庫等に広く

用いられている鋼材は，鉄鋼生産量約１億ト
ンの 20％を占める最大の需要分野であり，建
築鋼構造物は多量の CO2 排出の結果として
ストックされたと言っても過言ではない。し
かし，建築鋼構造物の寿命の平均値は約 28
年と短く，物理的な耐用年数が尽きる前に，
意匠的，社会的，あるいは経済的な理由のも
とで取り壊されている。解体された鋼部材は
スクラップにして電炉鋼として「リサイク
ル」されているが，この場合でも１トンの鋼
材を生産するために，0.8t の CO2を排出する。

２．研究の目的
鋼材は，コンクリートや木材とは違い，完

全な「リユース」を考えることのできる構造
材料である。すなわち，解体した部材を切断，
溶接することにより，殆ど新規鋼材と同じ性
能を造ることができ，また，材料としては，
錆と大地震時の塑性化以外の経年変化の無
い優れた特性を備えている。これらの鋼材の
特徴を踏まえて，CO2排出量削減を目指して，
現在の鉄鋼循環のあり方の再考を目指す。

３．研究の方法
本研究は，現在までに市場が成立していな

い「鋼材のリユース」に関して，その実現化

の方法を検討するもので，「建築鋼構造のリ
ユースシステムに関する研究」の一連の研究
のうち，１)リユース適合部材の調査，２)解
体材の性能評価及び加工方法の提案，３)リ
ユース材のストック診断とＣＯ2排出量の推
定，４）ガイドラインの提案 から構成され
る。

４．研究成果
(１)リユース材(将来，リユースされる予定
の部材を以降，リユース用部材という)は，
主に鉄鋼メーカーがプレハブ化した工場・作
業場，倉庫，事務所等に使用した低層鉄骨造
の主要構造部材のうち，その大部分を占める
JIS 規格品の一般構造用圧延鋼材や溶接構造
用圧延鋼材である。これらのうち，圧延Ｈ形
鋼はビルトアップＨ形鋼やボックス断面鋼
に比べて，JIS や ISO で規格化されたサイズ
体系により製造されているために，リユース
用部材として取り扱い易い。特に，無耐火被
覆の圧延Ｈ形鋼は解体，維持管理が容易であ
り，リユース用部材に適している。すなわち，
これらのストックが十分に存在すれば，建築
鋼構造のリユース用部材として利用できる
と考える。圧延Ｈ形鋼の開発から生産に渡る
変遷を概観し，構造種別着工床面積，鉄骨造
の用途別床面積，圧延Ｈ形鋼の生産量，実施
例等のデータより，リユース用部材としての
ストックの種類と量を推定した。さらに，そ
れらを基にストックの建屋のタイプ，スパン，
軒高，部材サイズ等の諸因子について考察し
た。その内容は下記の通りである 7)。
a)リユース用部材の対象として工場・作業場
に使用されている無耐火被覆の圧延Ｈ形鋼
を約 100 万 ton/年と試算した(図 1(a))。た
だし，無耐火被覆の鉄骨造である工場・作業
場の着工床面積の占める割合と同じ程度で
スクラップされると仮定する。



b)圧延Ｈ形鋼のストックのうち，細幅系列が
最も多く，広幅系列，中幅系列の順となる(図
1(b))。
c)低層鉄骨造における圧延Ｈ形鋼は建屋の
タイプ(標準・ホイスト・クレーン)，スパン，
軒高等の条件に対して標準部材としてプレ
エンジニアリングされている。
d)築 38 年の工場用途に使用された低層鉄骨
造のリユース用部材を試算した。
(２)建築鋼構造のリユースフロ－における
IC タグの利用領域について概観すると共に
リユースビジネスモデルを提案し，資金調達，
リユースフロ－における IC タグを利用した
情報管理について検討した。さらに，リユー
ス用部材を使用した中層鉄骨造(共同住宅)
を例に取ってコストシミュレーションを行
い，リユースビジネスモデルの事業採算の基
準について考察した。その内容は下記の通り
である 4)。
a)IC タグを使用したリユース用部材の証券
化および動産担保融資のリユースビジネス
モデルを提案した。

b)IC タグの情報は，管理情報・性能情報・検
査情報と加工に伴い転移する位置情報に分
類できる。これらの情報はメモリを有する IC
タグの識別番号とそれに対応したデータベ
ースと１対１の関係に対応させる方が望ま
しい。
c)リユースビジネスモデルに関するコスト
シミュレーションの結果，ビジネスとして成
立する領域を示した(図２)。
d)リユースビジネスの永続性の観点からリ
ユース用部材の使用割合を増加させること
で，事業採算性が向上する。
(３)リユース解体によって得られた部材や
余剰材等をリユース用部材として使用する
際，その性能評価方法を提案した。次に，そ
の性能評価方法を基に解体材から得られた
リユース用部材の加工方法を提案した。さら
に，加工されたリユース用部材を柱梁接合部
に使用した実大実験を行い，その構造性能を
検証した。その内容は下記の通りである 6),8)。
a)リユース解体によって得られた解体材や
端材、余剰材・短尺材をリユース用部材とし
て使用するための性能評価方法を提案した。
b)リユース用部材の性能評価方法を基に、解
体材から得られたリユース用部材の加工方
法を示した。解体材の機械的性質及び化学成
分は JIS 規格を満たしている。
c)リユース用部材として解体材を使用した
柱梁接合部の部材実験によれば、高力ボルト
摩擦接合による部材継ぎを有する柱梁接合
部の破壊性状は新材のそれと同様の傾向を
示す。
(４)工場・作業場等の低層鉄骨造に使用した
圧延Ｈ形鋼をリユース用部材とする際，その
部材の種類と量を把握するためのストック
診断法を提案した。まず，低層鉄骨造に使用
した部材継手の接合法を分類し，リユース用
部材のストック率の算定方法を示した。さら
に，ストックの代表的な例として一工場を取
り上げて，1981 年前後の耐震基準で設計され
た低層鉄骨造のストック診断を試みた。その
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図２ 建設時のリユース用部材の使用割合
とコスト



内容は下記の通りである 5)。
a)低層鉄骨造に使用された圧延Ｈ形鋼をリ
ユース用部材として使用するためのストッ
ク診断法を提案した。
b)許容応力度設計された高力ボルト摩擦接
合の部材継手は，保有耐力接合のボルト本数
や添板形状が異なるものの，ボルト用孔あけ
加工で対応できる。
c)リユース用部材のストック診断法による
と，山形のラーメン構造の柱・大梁のストッ
ク率は概ね 86～94％である。
d)1981 年前後(1969 年と 1983 年に各々竣工)
の耐震基準で設計された建物をストック診
断した結果，ストック率は各々70%，93％で
ある。この場合，1969 年竣工の建物では，メ
ンテナンスが十分でなく，減肉による劣化部
材が見られた(図３)。しかしながら，建物の
柱・大梁のストック率は減肉等による劣化が
無ければ，概ね等しい。

(５)リユースシステムを導入した鋼材の循
環系フローにおける CO2 排出量の算出法とそ
れを使用した CO2 排出量の原単位の推定値を
示した。さらに，推定した CO2 排出量の原単
位を使用して中層ビル構造モデルを用いて
ケーススタディを行い，リユースシステムの

導入による CO2 排出量の削減効果を検討した。
その内容は下記の通りである 1)。
a)リユースシステムを導入した循環系のフ
ローを基に鋼材の CO2 排出量の算出法を示し
た。
b)鋼材の CO2 算出法を基に循環系のフローに
伴う CO2排出量の原単位の推定値を示した。
さらに，低層鉄骨造より得られた解体材をリ
ユース材として中高層ビル構造への適用を
想定して，鋼材の循環に伴う CO2 排出量を試
算した結果，下記の知見が得られた。
c)各ケースにおいて鋼材の製造に伴う CO2 排
出量は全体の約 80～90％を占める(図４(a))。
d)リユース(リユース回数:２回)の場合のCO2

排出量は，純ラーメン構造において，リサイ
クル(リサイクル回数:２回)よりも 23.3％の
削減となる。また，サステナブルビル構造に
おいて，37.0％の削減となる(図４(b))。
e）CO2排出量の削減にあたってはリユース回
数を増やすこと，またより多くのリユース材
を使用できる構造形式を選択することが有
効である。
（６）本研究の総括として，リユースフロー
に着目し，リユース用部材のガイドラインの
提案および解説，その検証実験を行った。こ
のガイドラインは，適用範囲，採取の対象建
築物，対象部材，材料，設計，部材および接
合部の算定，調査・性能評価，解体・保管，
加工(切断・矯正，部材継溶接，孔あけ加工，
塗膜劣化に対する処理，製品検査),等級から
構成される。得られた内容は下記の通りであ
る 2)3)。
a)リユース用部材に関するガイドラインの
提案とその解説を行った。
b)リユース用部材に関するガイドラインに
基づき，低層鉄骨造より得られた部材をリユ
ース用部材としてサステナブル構造のモデ
ルへ適用できることを検証した。
c)ガイドラインで示したリユース用部材の
性能評価方法を基にその性能を評価し，新材

(a) 鋼材の製造(リサイクル) (b) リユース
図４ 鋼材の循環系の CO2排出量

(a)1969 年竣工 (b) 1983 年竣工

注)全部材重量に対する当該等級の部材重量
の割合

図３ 劣化部材の重量(低層鉄骨造)



と同様に加工および施工できることを検証
した。
注) 研究成果の引用文献は雑誌論文に該当
する。
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